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２０１５年１月１９日 

千葉県知事 鈴木栄治 殿  

千葉県県土整備部住宅課長 殿 

千葉県健康福祉部長 殿  

銚子市長 越川信一 殿  

銚子市福祉事務所長 殿  

銚子市保険年金課長 殿  

銚子市住宅課長 殿 

 

県営住宅での強制退去に伴う母子心中事件の対応についての要望書（案） 

 

千葉県銚子市の県営住宅追い出し母子心中事件の現地調査団  

 

 ２０１４年９月、千葉県銚子市内に所在する千葉県営住宅の入居者（母子世帯）

が、家賃滞納を理由に明渡訴訟を提起され、その判決に基づき強制退去を求められ

た日に、中学生の娘を殺害し自分も死のうとする痛ましい事件（無理心中未遂事件）

が起こりました。  

 この事件の経緯について千葉県、および銚子市の対応は、後記のように問題があ

ると考えられるので、緊急に以下の対応をおこなうよう要望します。  

 

１．県は、県営住宅の入居者に対し、家賃の減額制度があることを、十分に周知さ

せること。 

２．県は、家賃の滞納者に対し、入居者の置かれた状況を確認し、家賃の減額制度

や他の社会福祉制度が利用できる場合には、その制度を丁寧に滞納者に対して説

明すること。また、この説明は手紙や文書だけでなく、民生委員などと協力して

できるだけ訪問することより、対面で説明を行うこと。  

３．県は、民間賃貸住宅よりも低額な県営住宅を家賃滞納で退去させられた入居者

の多くは、ホームレス状態にならざるを得ないことを認識し、退去後の生活がで

きることを十分に確認するべきであり、明渡訴訟は最後の手段とし、安易にこれ

を提訴しないこと。  

４．市は、保険証を失効する、水道料金を長期間滞納するなど生活困窮の様子が見

られる市民に対し、利用できる社会福祉制度を丁寧に説明し、申請意思があるか

どうかを確認すること。仮に申請意思が認められない場合でも、長期間の家賃の

滞納や保険証の失効など職権保護が妥当と判断される場合には本人からの申請

がなくとも生活保護を利用させること。なお、誤った説明により、生活保護が利

用できないと思わせる言動は間違っても行わないこと。  

５．県と市は、県営住宅の入居者が生活に困窮していることを認識した場合、互い

に情報を伝え、市からも県営住宅の家賃の減額制度の説明をしたり、県からも利

用できる社会福祉制度を説明をすること。  

６．県と市は、今回の事件の事実経過を明らかにし、再発防止のためにいかなる措
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置を採るべきか検討し、その防止策を県民、市民に公表すること。  

 

＜千葉県および銚子市の対応の問題点＞  

 報道によれば、入居者の母親は、県営住宅の家賃の減額ができる程度の収入しか

なったとされています。しかし、千葉県では、この母親に対し減額の申請を促すよ

うな対応をした形跡はありません。そもそも、一般の民間賃貸住宅よりも低額な県

営住宅の家賃すら支払えない場合には、生活に必要な収入が減少しているか、なく

なっていることが予想され、極度に困窮している状況にあることは十分に考えられ

ることです。このような場合、安易に明渡訴訟を提起するのではなく、生活困窮し

ていないかどうかを確認し、生活困窮していることが確認された場合には、家賃の

減額の申請や利用できる社会福祉制度を伝えるべきです。  

 また、千葉県では入居者と接触しないまま明渡訴訟を行うケースもあると報道さ

れています。生活に困窮している入居者は、相談先さえ分からない場合や、不安定・

低賃金、劣悪な労働条件の雇用で、仕事を休むと給与が減額されるなどの恐れがあ

ることから相談に行く時間すら作れない場合が多くあります。家賃を長期間滞納し

ている多くの入居者もそのままの状態でいいと思っているわけではなく、何とかし

なければならないと思いながらも、上記のようなことからどこにも相談にいけない

状況に置かれていることを予想して措置をとるべきです。  

 さらに、報道によれば、２０１３年４月にこの母親は銚子市保険年金課に保険証

再発行の相談に訪れた際、保険年金課の職員は生活保護の申請を勧められ、生活保

護の相談をしていますが、結局生活保護の申請には至っていません。本来、福祉事

務所は生活に困窮している者に対しては、申請の有無にかかわらず職権で保護を開

始するべき責任を負っています。  

 低額な県営住宅の家賃さえも支払えず、保険証を失効し保険年金課に保険証の再

発行の相談をしていること自体で生活困窮は明らかです。このような場合にまで「申

請がなかったから」との理由で保護を開始しないことは、生存権を尊重していない

と言わざるを得ません。  

 このような問題点が多々見られることから、緊急に前記の要望を行うものです。  

以上  


